利益計算の重要性の相対的低下―情報セット・アプローチの影響の考察― by 西山 徹二
は じ め に
　長い間会計理論 の中心は，収益と費用とを合理的に対応させて企業の業
績を表すことのできる純利益の算定にあった。しかし，今日の会計理論
は，他の学問分野からの影響や経済環境の変化によって，その中心が移行
している。
　本稿では，イギリスにおいて採用され，IFRSにおいても採用されるに
至った情報セットアプロートに着目し，それが会計上の利益計算にいかな
る影響を及ぼしているのかを検討することを目的としている。
　イギリスおよびアメリカの会計基準ならびに IFRS，そしてわが国の会
計基準を比較検討し，現代の会計理論における利益計算の重要性が低下し
ていることを確認する。
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Ⅰ．会計の中心概念としての利益
⑴　伝統的発生主義会計における利益
　Littleton［1966］は，会計の「関心の中心（center of gravity）」は利益
（income）であると主張している 1）。Littletonのように従来から会計の中心
目的は利益の計算であるとされてきた 2）。つまり，会計の中心は企業の業
績をよりよく表すための期間利益の算定におかれ，収益と費用を合理的に
対応させることを主眼として発展を遂げてきたのである。
　発生主義会計が成立する以前に採用されてきた現金主義会計では，企業
の業績は現金収入と現金支出の差額である正味の現金増価額とされたが，
企業が高度に発展を遂げ，信用取引の増大，大規模設備の利用，在庫の保
有といった経済的な変化によって現金収支差額には企業の業績を表すこと
はできなくなった。そのため，これに代わる利益計算として発生主義会計
が提唱されることになり 3），対応（matching）と配分（allocation）を中心と
した利益計算が行われることになったのである。
⑵　真実の利益論争
　1940年に Paton and Littletonによって発生主義会計が展開されて以来，
対応と配分を中心とした会計的な利益計算には他の学問分野からの批判が
行われてきた 4）。しかしながら，会計は対応と配分を中心とした利益計算
1）　Littleton（［1966］p. 20）は，会計における関心の中心として１組の財務
諸表（a set of financial statements），資産および資本であるとする立場も検
討している。
2）　会計理論における中心概念としての利益については北村［1995］を参照の
こと。
3）　発生主義会計は，Paton and Littleton［1940］によるモノグラムによって
展開された。
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を行い続けてきた。
　また，他の学問分野からの批判とは関係なく，いなかる利益を損益計算
書の末尾の利益とすべきかという包括主義（all-inclusive theory）と当期業
績主義（current operating performance theory）による論争も行われてきた。
そもそも包括主義と当期業績主義の論争は，アメリカの ARB（Accounting 
Research Bulletins）第43号 “Restatement and Revision of Accounting Bulletins”
において示されたものである。ここにおいて当期業績主義は「企業の正常
な活動から生じた収益とそれに対応した費用だけを損益計算の対象として
報告する」（par. 9）考え方と説明されており，包括主義は「ある会計期間
中に生じたすべての損益項目をその性質のいかんにかかわらず損益計算の
対象として報告する」（par. 8）考え方と説明されている。
　つまり，企業の一会計期間における業績計算書としての性格を有する損
益計算書の末尾において経常項目のみに基づいて算定した純利益を表示す
るか，それとも非経常項目を含んだすべての損益項目に基づいて算定した
純利益を表示するかについて両者の見解が相違していたのである。最終的
には，当期業績主義に基づく損益計算書では，非経常項目を純損益計算か
ら除外することは利益操作（manipulation of annual earnings figures）の余地を
残すとして包括主義に基づく損益計算書が採用された 5）。
⑶　意思決定有用性アプローチの登場
　1968年に AAA（American Accounting Association）によって公表された
4）　他の学問分野からの批判の一例として Edwards and Bell［1961］といった
経済学者による利益概念に対する批判が挙げられる。
5）　当期業績主義に基づく損益計算書では経営者による恣意的な利益操作が行
われる可能性があることを指摘したものとして APB（Accounting Principle 
Board）Opinion第９号が挙げられる。
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ASOBAT（A Statement of Basic Accounting Theory）において意思決定有用性
アプローチ（decision- usefulness approach）が提唱されたことによって，会
計理論の中心は正確な純利益の計算から投資者の経済的な意思決定に有用
な情報の提供に関心が移ることになる。
　従来の対応（matching）と配分（allocation）を中心とした発生主義会計で
は，企業の名目投下資本の回収余剰を純損益として計算してきたが，それ
が投資者の経済的意思決定に有用な情報であるか否かの検討が行われ，企
業の財務業績は企業の将来キャッシュ・フローに求められるように変化を
遂げたのである。
　1978年にアメリカの FASB（Financial Accounting Standards Board）によっ
て公表されたアメリカの概念フレームワークである SFAC（Statement of 
Financial Accounting Concepts）第１号においても会計の中心目的は，投資者
の経済的意思決定に有用な情報の提供におかれ，将来キャッシュ・フロー
の予測に資する情報の開示が中心目的とされるようになった。
⑷　包括利益概念の登場
　また，FASBが1984年に公表した SFAC第５号では，新しい利益概念と
して包括利益を採用した（par. 39）。包括利益を導入することによって，こ
れまで企業の一会計期間における業績を表すものとして捉えられてきた純
利益の重要性が相対的に低下した。これまでのように損益計算書の末尾に
おいてどのような純利益を計算するかに関する議論は，会計理論における
損益計算書の末尾における利益に対する強いこだわりとして「ボトムライ
ン・コンプレックス」 6）といわれることになった。
　菅野［2005］では，財務業績報告に関して対立する意見として，損益計
6）　「ボトムライン・コンプレックス」については，齊野［2003a］を参照。
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算書の末尾の利益を重視する「ボトムライン・アプローチ」と IASBが提
案する「情報セット・アプローチ」を挙げている。そこで，以下において
現代における財務業績報告の中心的な考え方である情報セット・アプロー
チについてイギリスの考え方を中心に検討する。
Ⅱ．情報セット・アプローチ
⑴　情報セット・アプローチの萌芽
　イギリス最初の概念フレームワークである『コーポレート・リポート
（Corporate Report）』は，当時の会計基準設定主体であった ASSC（Accounting 
Standards Setting Committee）によって1975年に公表された討議資料である。
同討議資料では，利用者志向（user-orientation）が提唱され，利用者の多様
なニーズに応えるために「会社報告書（corporate report）」と名付けられた
包括的な情報のパッケージ（comprehensive package of information）の提供が
提唱している。なぜなら，企業は利害関係者の多様なニーズに応える多元
的責任（multiple-responsibility）を負っており，多元的責任を遂行したかを
評価するには利益（profit）に限定されない複数の追加的な業績指標が必要
であると考えられているからである（par. 4.40）。
　ASSCは，伝統的な基本財務諸表に限定されない包括的な情報のパッケ
ージである「会社報告書」の基本目的を「報告企業の資源および業績に関
する有用な経済的測定値と情報をそのような情報に対して正当な権利を有
する者に伝達すること」（par. 3.2）としており，この目的を果たすために
「会社報告書」を損益計算書，貸借対照表および資金計算書からなる「基
礎的報告書（basic statement）」と付加価値計算書，雇用報告書等からなる
「補足的報告書（additional statement）」 7）とに区分している。このように
7）　同討議資料では，「補足的報告書」として付加価値計算書，雇用報告書，
対政府貨幣取引計算書，外貨建取引計算書，将来予測に関する報告書，会社
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ASSCが公表したイギリス初の概念フレームワークである『コーポレー
ト・リポート』では，企業の多元的責任の遂行状況を明らかにするため包
括的な情報のパッケージを開示し，利益に限定されない複数の業績指標を
開示することを志向している。これは，後にイギリスの FRS（Financial 
Reporting Standards）で示される情報セット・アプローチ（information set 
approach）の萌芽であるとみることができよう。
⑵　総認識利得損失計算書
　FASBが SFAC第５号において包括利益および包括利益計算書を提唱し
たことを契機として，イギリスの ASB（Accounting Standards Board）におい
ても財務業績報告に関する議論が行われた。そして，1992年に FRS第３
号“Reporting Financial Performance（『財務業績の報告』）”を公表した。
FRS第３号では，新たに認識利得損失計算書（Total Recognized Gain and 
Losses）が導入されることとなった。
　FRS第３号が公表される以前は，財務業績の報告は SSAP（Statement of 
Standard Accounting Practice）第６号“Extraordinary items and prior year ad-
justments（『異常項目および過年度修正』）”に基づいて行われてきた。SSAP
第６号では，損益計算書を業績計算書と位置付けており，「当年度の財務
諸表に計上されるすべての利益または損失は損益計算書（profit and loss 
account）に計上されなければならない」（par. 33）としていることから，当
期業績主義（current operating performance concept）ではなく包括主義（all-
inclusive concept）によって同計算書を作成することを求めていたといわれ
目的報告書およびその他の報告書（取締役の報告書，会社方針明細書，監査
人報告書，利益剰余金計算書，セグメント報告書，社長による会社活動の説
明書，簡易会社報告書，会社報告書の部分的抜粋，基礎的報告書の過去５年
以上の要約書，中間報告書）を想定している。
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ている。
　しかし，この SSAPは，包括主義による損益計算書の作成を求めていた
にもかかわらず，当期業績主義による損益計算書の利益に相当する「正常
な活動からの利益（profit or losses on ordinary activities）」を示した後に，正
常な活動以外の原因から生じる「異常項目（extraordinary items）」を付け加
える様式を採用していたことが問題視されたといわれている。なぜなら，
包括主義的損益計算書を採用したにもかかわらず，当期業績主義損益計算
書で示される業績指標である「正常な活動からの利益」を表示しつづける
ことになったためである 8）。
　ASBは，包括主義に基づいた損益計算書の途中経過として示される「正
常な活動からの利益」を広範な目的にとって有用になるであろう１つの要
約業績尺度（a summary performance measures）であると解し，財務諸表の
利用者が業績の判断をする際に損益計算書を十分に吟味することなく同利
益を重視してしまう可能性があることを懸念したのである。
　また，「正常な活動からの利益」を算定するためには，ある項目が正常
な活動から生じた項目であるか否かを財務諸表作成者が判断し，「正常な
活動による利益」と異常項目とに分類しなければならない。ここに経営者
による恣意的な利益操作の可能性があり，報告様式の変更が求められるに
至ったのである。
⑶　FRS第 3 号による情報セット・アプローチ
　SSAP第６号に基づく業績報告の問題点を解決するために ASBは1992
年に FRS第３号を公表した。FRS３に基づく最大の特徴は，総認識利得
損失計算書（Statement of Total Recognized Gains and Losses：STRGL）の導入と
8）　FRS３が公表されることになった SSAP６に内在する問題点については佐
藤［2003］に詳しい。
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情報セット・アプローチ（information set approach）の採用である。
　FRS第３号では，「ある期間の財務諸表において認識されるべきすべて
の利得（gains）および損失（losses）は，損益計算書または総認識利得損失
計算書のいずれかに記載されなければならない」（par. 13）と規定している
ことから，損益計算書（profit and loss account）および総認識利得計算書を
業績計算書として捉えていたことがわかる 9）。また，FRS第３号では，
SSAP第６号では損益計算書外項目としてきた固定資産再評価益のような
未実現利得についても業績を報告するための主要財務諸表で報告すること
を要求しているため，業績の範囲がこれまでよりも拡張されたと考えられ
る 10）。
　また，二計算書方式を採用しているが，いったん総認識利得損失計算書
において報告された利得・損失についてはリサイクリングを認めていない
点も FRS３が想定している企業の業績報告の特徴であるといえる。
⑷　わが国の概念フレームワークの立場
　2004年の公表後，2006年に改定されたわが国の概念フレームワークであ
る討議資料『財務会計の概念フレームワーク』では，財務報告の目的につ
いて言及しているが，情報セット・アプローチを採用していると明確に判
断できる記載はない。
　同討議資料では，投資家は不確実なキャッシュ・フローへの期待の下
に，自らの意思で自己の資金を企業に投下しているため，その不確実な成
果を予測して意思決定をする必要があることが述べられている。また，そ
の際に投資家は，「企業が資金をどのように投資し，実際にどれだけの成
9）　FRS３では，損益計算書と総認識利得損失計算書の両者を業績報告書とし
て捉える二計算書方式を採用している。
10）　この点についても佐藤［2003］で指摘されている。
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果をあげているのかについての情報」（par. 2）を必要としているとして，
他団体が公表している概念フレームワークと同様に意思決定有用性アプロ
ーチを採用していることがわかる。しかし，財務報告を行う際に中心とな
る情報については言及されていない 11）。
　そこで，以下においては，現在進行中の IASBのプロジェクトの成果と
して2015年公表された公開草案『財務会計の概念フレームワーク』におい
て情報セット・アプローチがどのように扱われているかを検討することと
する。
Ⅲ．IFRS概念フレームワーク公開草案における業績
⑴　公開草案における業績
　2004年に概念フレームワークを改定するために共同プロジェクトに着手
した IASBと FASBは，2010年に他のプロジェクトに集中するため一時同
プロジェクトに関する作業を中断していた。しかし，2012年に同プロジェ
クトを再開させ 12），2015年３月に公開草案『財務報告に関する概念フレー
ムワーク（The Conceptual Framework for Financial Reporting）』が公表された。
　同公開草案によると概念フレームワークプロジェクトの目的は，「より
完全で明瞭な更新された概念のセットを提供することによって財務報告を
改善すること」（IASB [2015] p. 6）であるとされている。また，同公開草案
は，現行の概念フレームワークでは扱っていないか，扱っているとしても
詳細が明らかになっていない ⅰ 測定，ⅱ 財務業績（その他の包括利益の使
用を含む），ⅲ 表示および開示，ⅳ 認識の中止および ⅴ 報告企業について
11）　このことをもってわが国は情報セット・アプローチを採用していないと推
測することは不可能であると思われる。
12）　2012年に再開したプロジェクトは FASBとの共同作業ではなくなってい
る。
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扱っているため，現行の概念フレームワークよりも完全なものであるとさ
れている（IASB [2015] p. 7）。
　公開草案では，一般目的財務諸表の目的を「現在および潜在的な投資
者，融資者および他の債権者が企業への資金の提供に関する意思決定を行
う際に有用な報告企業についての財務情報を提供すること」（par. 1.2）と
し，他の機関によって公表されている概念フレームワークと同様に意思決
定有用性アプローチに基づいた目的を掲げている。投資者，融資者および
債権者のリターンに関する期待は，「企業への将来の正味キャッシュ・イ
ンフローの金額，時期および不確実性（見通し）に関する彼らの評価およ
び企業の資源に関する経営者の受託責任の評価に左右される」（par. 1.3）
とし，「現在および潜在的な投資者，融資者および他の債権者は，それら
の評価を行うのに役立つ情報を必要としている」（par. 1.3）としている 13）。
　また，現在および潜在的な投資者，融資者および債権者は，「⒜ 企業の
資源，企業に対する請求権およびそれらの資源および請求権の変動，
⒝ 企業の経営者や統治機関が企業の資源を利用する責任をどれだけ効率
的かつ効果的に果たしたのか」（par. 1.4）に関する情報を必要としている
としているが，情報提供を直接企業に要求することができず，必要とする
財務情報の多くを一般財務報告書に依拠しなければならない財務報告書の
利用者であるとされている（par. 1.5）。このように同公開草案においても
AAA（アメリカ会計研究学会）が1966年に公表した ASOBAT（A Statement of 
Basic Accounting Theory）において提唱した意思決定有用性アプローチ
（decision usefulness approach） 14）が採用されていることがわかる。
13）　同概念フレームワークでは，現在および潜在的な投資者，融資者および他
の債権者が必要とする情報から，企業への将来の正味キャッシュ・インフロ
ーの見通しを評価するのに役立つ情報が除かれている。
14）　ASOBATでは，「財務報告は，既存および潜在的投資者およびその他の利
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⑵　公開草案における情報セット・アプローチ
　ただし，同公開草案は，「ここの主要な利用者は 15），情報へのニーズが
異なっており，場合によってはそれらが相反することもある」（par. 1.8）
ため，財務報告基準を開発するにあたって，主要な利用者の最大多数のニ
ーズを満たす情報セット（information set）を提供することを目指す」（par. 
1.8）とし，FRS３以降イギリスにおいて採用されてきた情報セット・アプ
ローチ（information set approach）を継続して採用していることがわかる 16）。
　情報セット・アプローチを採用した同公開草案では，主要な利用者の情
報ニーズに応えるための報告書として一般目的財務報告書（general 
purpose financial reports）を提供することとしている（par. 1.5）。この一般目
的財務報告書とは，報告企業の財政状態（financial position）に関する情報
を提供するものとして定義されている。これは，報告企業の経済的資源お
よび報告企業に対する請求権に関する情報を提供するものであり，報告企
業の経済的資源および請求権を変動させる取引その他の事象の影響に関す
る情報も提供するものでもある。これら両方の種類の情報が，企業への資
源の提供に関する意思決定に有用なインプットを提供すると考えらえてい
る（par. 1.12）。
用者が合理的な投資・貸付および類似の意思決定を行うに際して有用な情報
を提供しなければならない」（par. 1）として意思決定有用性アプローチを提
唱している。
15）　同公開草案では，財務報告書の主要な利用者および利用者という用語は，
必要とする財務情報の多くを一般財務報告書に依拠しなければならない現在
および潜在的投資者，融資者および他の債権者を指すとしている。
16）　現行の概念フレームワークである『財務報告に関する概念フレームワー
ク』（2010年９月公表）においても「個々の主要な利用者は，情報へのニー
ズや要求が異なっており，場合によってはそれらが相反することもある」
（par.OB8）ため「主要な利用者の最大多数のニーズを満たす情報セットを
提供する」（para. OB8）として，情報セットアプローチを採用している。
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⑶　公開草案における財務業績に関する情報の有用性
　同公開草案では，財務業績（financial performance）に関する情報は，「企
業が自らの経済的資源を利用して生み出したリターンを利用者が理解する
のに役立つ」（par. 1.16）としている。この経済的資源を利用して生み出し
たリターンは，経営者の受託責任（stewardship）を評価するのに役立つ可
能性があることが指摘されるとともに将来キャッシュ・フローの不確実性
を評価する際にも有用であることが指摘されている。
　経営者の受託責任については，「報告企業の過去の財務業績および経営
者がどのように受託責任を果たしたかに関する情報は，通常，企業の経済
的資源に対する将来のリターンを予測するのに役立つ」（par. 1.16）とし，
2010年に公表された現行の概念フレームワークにはない受託責任の評価に
ついても記述されるようになっている。
⑷　財務業績報告と発生主義会計との関係
　同公開草案によると「発生主義会計（accrual accounting）は，取引その他
の事象および状況が報告企業の経済的資源および請求権に与える影響を，
たとえそれによる現金の受取および支払が異なる期間に発生するとして
も，それらの影響が発生する期間に描写する（depicts）」（par. 1.17）もので
あるとされ，発生主義会計による情報が重要であるとの指摘がなされてい
る。発生主義会計による情報が重要な理由としては，「報告企業の経済的
資源および請求権の変動に関する情報の方が，当該期間の現金収入および
現金支出のみに関する情報よりも，企業の過去および将来の業績を評価す
るためのより良い基礎を算定するからである」（par. 1.17）とされている。
IASBは概念フレームワークにおいて，発生主義会計による情報の重要性
を認めているが，それは「当該期間の現金収入および現金支出のみに関す
る情報」と比較して重要性を認めているのである。
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　ただし，このようにして得られた報告企業の財務業績に関する情報は，
「投資者および融資者から追加的な資源を直接入手すること以外による経
済的資源および請求権の変動により反映されるものであるが，企業が正味
キャッシュ・インフローを生み出す過去および将来の能力を評価する際に
有用である」（pra. 1.18）とし，発生主義会計による財務業績に関する情報
に基づいて企業が将来において正味キャッシュ・インフローを生み出す能
力を評価するという立場を変えていない。
⑸　財務業績に関する計算書
　同討議資料では，企業の財務業績の計算書（statement of financial perfor-
mance）を単一の計算書で構成するのか（１計算書アプローチ），２つの計算
書で構成するのか（２計算書アプローチ）を定めていない。そのため，同討
議資料では，収益および費用を ⒜ 純損益計算書（statement of profit or loss）
か ⒝ その他の包括利益（other comprehensive income）に分類することを要
求している（par. 7.19）。
　純損益計算書は，企業が当期中に自らの経済的資源に対して得たリター
ンを描写すること，将来キャッシュ・フローの見通しの評価および企業の
資源についての経営者の受託責任の評価に有用な情報を提供することを目
的として作成される（par. 7.20）。この純損益計算書について同討議資料は，
「純損益計算書に含められる収益および費用は，企業の当期の財務業績に
関する情報の主要な源泉である」（par. 7.21）としており，いわゆる純損益
を業績の指標として捉えていることがわかる。
　しかし，同時に「当期の業績を解釈するには，すべての認識した収益お
よび費用（その他の包括利益に含めた収益および費用を含む）の分析とともに，
財務諸表に記載された他の情報の分析が必要になる」（par. 7.22）としてお
り，純損益という単一の利益指標を重視するのではなく，その他の包括利
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益はもちろん他の財務諸表において開示される情報も含めて業績の解釈を
行うべきであるとする情報セット・アプローチの考え方を取り入れている
ことがわかる。
　このように IASBが公表した討議資料『財務報告に関する概念フレーム
ワーク』では，情報セット・アプローチを採用し，単一の純利益ではなく
情報のセットを報告することに主眼がおかれている。そこで，以下におい
て情報セット・アプローチの下での業績報告のあり方について検討を行
う。
Ⅳ．業績計算書とリサイクリング
⑴　ボトムライン・アプローチと情報セット・アプローチ
　菅野［2005］は，わが国と IASBの意見対立の根本的な原因は，両者が
前提とする「業績報告のアプローチ」の相違にあるとしている。それらの
アプローチとは，「ボトムライン・アプローチ」 17）と情報セット・アプロ
ーチである。
　わが国において採用されていると考えられる「ボトムライン・アプロー
チ」とは，財務報告の利用者の意思決定に最も重要と思われる業績指標を
強調することで，効率的に情報伝達することに主眼が置かれる考え方であ
り，業績報告書の最終行（ボトムライン）を強調することが典型的である。
これに対して IASBが採用している情報セット・アプローチとは，本稿に
おいて記述したとおりイギリスの FRS第３号において展開された考え方
である。
17）　菅野は「ボトムライン・アプローチ」と「情報セットアプローチ」を当該
論文に固有の呼び名である「業績報告のアプローチ」として定義している。
また，「ボトムライン・アプローチ」は齋野［2003a］に拠っていることを述
べている。
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　両者の相違点は，究極的には業績報告書で示される純利益を重視するか
否かに求められる。情報セット・アプローチの下では，業績計算書以外の
報告書において示されるすべての情報のセットが重視されるため，業績報
告書で示される利益をことさらに重視することはないのである。
⑵　一計算書アプローチと二計算書アプローチ
　このような両者の相違は業績報告書を単一の計算書として作成する一計
算書アプローチと２つの計算書として作成する二計算書アプローチのいず
れを採用するかに影響を及ぼすとされている 18）。
　「ボトムライン・アプローチ」を採用した場合，企業の財務業績として
純利益が重視されて，これを業績計算書の末尾に表示することになるため
二計算書アプローチを採用し，純利益を表示した後に包括利益を表示する
ことになる。これに対して情報セット・アプローチを採用した場合には，
業績計算書の末尾における数値は包括利益であれば良く，一計算書アプロ
ーチを採用すれば良いとされる。
　このように「業績報告のアプローチ」の相違は，業績計算の作成方法に
影響を及ぼすだけでなく，その他の包括利益のリサイクリングの扱いにも
影響を及ぼすことになる。
⑶　その他の包括利益のリサイクリングの取扱い
　SFAC第５号で包括利益および包括利益計算書の導入を最も早く決定し
たアメリカでは，包括利益計算書において示されるその他の包括利益をリ
サイクリング 19）することを要求している。アメリカにおいてリサイクリ
18）　菅野［2005］において「財務報告のアプローチ」と一計算書または二計算
書のいずれを採用すべきかの議論が詳細に示されている。
19）　リサイクリングとは，当該年度あるいは過年度のその他の包括利益として
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ングが行われる背景には，アメリカにおける業績に対する考え方が反映さ
れていると推察することができる。
　アメリカにおいては，包括利益概念を導入することでその他の包括利益
が損益計算書を経由せずに純資産の増加となることを回避すること，つま
りクリーン・サープラス関係を維持することが重視されてきた。そのた
め，包括利益は業績指標として認められていないように思われる 20）。アメ
リカにおいては，依然として純利益（稼得利益）が業績の指標として捉え
られており，その他の包括利益は業績を構成しない項目であると考えられ
ているためリサイクリングが求められているのである。
　それに対して，イギリスにおいてはその他の包括利益がリサイクリング
されることはない。情報のセットを重視するため純利益であっても稼得利
益であってもその他の項目と同列の指標であると考えることになる。その
ため，業績計算書にその他の包括利益として計上されたとしても，それは
当該企業年度の業績を構成するものであり，一度計上された以上他年度の
業績計算書に純利益を構成する項目として計上されるのは理論上認められ
ないことになるのである。
結びに代えて
　会計理論は，長期間にわたって企業の業績を表すことのできる利益を計
算することを議論し続けてきた。それは，時代によって経済的背景の変化
を受けて少しずつ変容し続けたが，一貫して名目投下資本の回収余剰計算
開示されたものが，当該年度の純利益の一部として開示されることにより，
包括利益項目の中で二重計上されることを避けるために行われる再分類調整
（reclassification adjustment）である。
20）　包括利益が業績指標として捉えられるべきかについては大塚［2003］を参
照。
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を志向するものであった。しかし，意思決定有用性アプローチが採用さ
れ，「真実の利益」を計算することより，投資者の情報ニーズに適合する
業績に関する情報を提供することが求められるようになり，会計はより一
層の変容を迫られることになった。
　また，金融市場の発達に伴って，これまでの会計理論が追求することの
なかったストックの変動に対応することが求められることとなった。それ
までの会計は，フロー計算を行うことによって純利益を算定することを志
向してきたが，急速に変動するストックに関する情報を会計に織り込む必
要性が生じ，資産を公正価値で評価して貸借対照表に計上することが求め
られるようになった。その結果生じる評価差額のうち評価損については，
保守的会計志向により以前より損益計算書に計上してきたが，評価益を損
益計算書に計上すべきであるか否かが問題とされるに至った。
　資産を時価評価することによって生じる評価益を損益計算書に代表され
る業績計算書を経由させずに純資産の増加とするダーティー・サープラス
関係を否定し，クリーン・サープラス関係を維持することを前提とした場
合，新しい利益概念として包括利益が導入されることとなった。この包括
利益の導入によって，企業の一会計期間における業績計算書が変容するだ
けでなく，財務業績に対する考え方も変容した。この変化を本稿では，情
報セット・アプローチの導入としている。
　情報セット・アプローチの導入によって，純利益計算は大きく後退し，
業績計算書においてその他の包括利益が計上されることに理論上問題はな
くなったように思われる。現在のわが国の概念フレームワークでは，依然
として「ボトムライン・アプローチ」が採用されているが，今後は情報セ
ット・アプローチに基づいた財務報告を志向することになると推察する。
　また，情報セット・アプローチを採用し，純利益の計算を後退させる
と，これに適合した収益認識が新しい問題になると思われる。純利益計算
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を志向してきた「ボトムライン・アプローチ」の下では，収益の認識基準
として実現主義が採用され，実現の要件を満たさない収益は業績計算書に
計上することができなかった。しかし，情報セット・アプローチに基づき
情報のセットを重視する会計を行っていく場合，収益の認識基準としての
実現主義を採用する必要はなく，これに代わる新しい収益認識基準が求め
られる。
　現在，IASBは今回検討した『財務報告に関する概念フレームワーク』
と時を同じくして収益認識に関する基準書を検討している。IFRS第15号
では，これまで採用されてきた実現概念については言及されていない。
IFRS第15号において主張されている収益認識の５つのステップと情報セ
ット・アプローチの検討は，紙幅の関係上他稿にゆずることとする。
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